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は じめ に

田島タクシー有限会社 (以下田島タクシー)のオーナーである谷川壽氏に始

めて会ったのは、平成 14年 (2002年)2月 中旬である。当時の田島タクシー

は、わずか 11台のタクシー保有台数と沼隈郡沼隈町 (現在は福山市)の地域

を営業エリアとしていた小規模のタクシー業者の一つであった。

ちょうど平成 14年 2月 1日 に 「道路運送法及びタクシー業務適正化臨時措

置法の一部を改正する法律」(以下改正道路運送法)が施行され、新規参入を抑

えてきた需給調整規制の廃止、タクシー事業の免許制から許可制への切 り替え

などの規制緩和になった時期であるが、この時期を捉えて、初乗 り運賃による

福山市への進出を図つた。その後、初乗 り運賃 500円 ワンコイン、遠距離割引

運賃、割引クーポン制の導入など矢継ぎ早に新商品の提供を行い、消費者の満

足を獲得 していく。現在では、福山交通圏1で 4番目に位置する大きなタクシー

会社にな り、今後もこの姿勢は崩さず、徹底したサービスの提供を考えている。

この論文では、タクシー業界における規制緩和の流れ、そして福山交通圏に

おけるタクシー会社の動向、田島タクシーの規制緩和に対する動きなどを検討

してみたいと考えている。このことにより、規制緩和による動きが大都市で行

1 福山市 (旧芦品郡、旧深安郡神辺町、旧沼隈郡など)と 尾道市 (昭和 32年編入の旧沼隈郡浦崎村

の区域に限る)な どをエリアとする営業区域である。
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われている動きとどう違 うのか、地方都市で どのように展開 していつたのか、

どのような影響 を及ぼ しているのかな どが検証できるのではないか と考える。

I.規制緩和 に揺れ るタクシー業界

1.タ クシー業界の現状

「タクシー・ハイヤー業」とは、道路運送法により「一般乗用旅客 自動車運送

事業・一般貸切旅客 自動車運送事業」(一個の契約により乗車定員 10人以下の

自動車を貸 し切って旅客を運送する一般 自動車運送事業)を いう。

全国乗用車連合会によれば、事業者数は昭和 50年 の法人 7,566社から減少

を続けてきたが、平成 12年より増加に転 じ、平成 16年 3月 末時点では 8,048

社となっている。タクシー車両数は、昭和 50年時点より着実に多くなってお

り、平成 16年度では法人 220,662台 、個人46,479台 の合計 267,141台 となっ

ている。法人と個人タクシーの数を比べてみると、法人タクシーが約85%(平

成 16年度末)を 占めてお り、約 30年前と変わらず圧倒的な多数を占めている。

ただし、輸送人員は近年大幅に減少している。

更に、年間輸送人員は 23億 5200万 人となってお り、国内交通機関の8%で

ある (平成 15年度 )。 これは JRの 86億人、民間鉄道の 131億人、バス47億

人と比較すれば少ないが、人々の足 となっていることが分かる。しかしながら

昭和45年度のピーク時 42億 8900万 人から年々減少し、33年間で約半分の輸

送人員となっている。

事業規模はほとんどが中小零細業者であり、資本金 1億 円を超える事業者は

全国で 71社 (0.9%)(平成 15年度)と なっている。従業員数は、法人タクシー

では44万人、運転者は 38万人となっている (平成 16年 3月 末)。 更に、平均

年収では、全産業の 543万円と比ベタクシー業界は 308万円と265万 円 (43

%)も低く、年間労働時間は全産業では 2,196時間であるが、タクシー業界は
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2,412時間 と約 10%も の長時間労働 となっている。原価の 76%が人件費であ

り、経営環境がかな り厳 しい労働集約型の産業であるといえる 2。

改正道路運送法施行以降の新規参入等の状況は、下図のように平成 16年 8

月までの 2年半で事業者数 333社、車両数 2,744台の増加、営業区域の拡大で

は事業者 97社、車両数 599台、増車届出では事業者 5,002社、車両数 9,536

台となっている。新規許可事業者の平均保有車両は 8.2台 となっている。この

ように参入した事業者数、台数は多 くに上っている。

表 2 改正道路運送法施行以降の新規参入等の状況 (タ クシー事業)

参入事業者数 車両数

新規参入 333t土 増 2,744台

営業区域の拡大 97社 増 599台

増車届出 5,002社 増 9,536台

新規許可事業者の

平均保有車両
8.2台

出典 :h中 :′′
…

・kiSei_kaikaku.gojp/minutes/wg/200・ 4・/10262/item02.pdf

表 1 タクシー事業者数、車両数の推移

法人等 個人 合計
輸送人員

(百万人)

事業者数

(社 )

車両数

(台 )

(1人 1車制)

(社 0台
)

事業者数

(社 )

車両数

(台 )

1975年 (昭和50年度末)

1990年(平成 2年度末)

2004年 (平成 16年度末)

7,566

7,185

8.048

196,917

213,106

220.662

46,431

47,030

46.479

53,997

54,215

54。527

243,348

260,136

267.141

3,220

3,223

2.352

出典 :(社)全国乗用車連合会監修 「ハイヤー・タクシー年鏑

2全国乗用車自動車連合会HP http:〃www2u.biglob.ncjp/～ zenzyo/GENGYO.html
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2.規制緩和について

(1)規制緩和の流れ

金融財政事情研究会編の業種別審査辞典によれば、タクシー業界は、新規に

参入することがかな り厳 しく制限されているなど規制業界の一つであった。し

かし平成に入ると規制を見直す機運が高まり、平成 5年 5月 には「今後のタク

シー事業のあり方」と題する答申が出された。この答申の内容は、「需給調整の

運用の緩和」と「運賃料金の多様化」であつた。その後 この答申を踏まえて平

成 7年 3月 に「規制緩和推進計画」が閣議決定され、これ以降規制緩和が実施

されていく。

平成 8年 12月 に需給調整規制 (新規参入規制)を原則として廃止する方針

が打ち出された。平成 9年 3月 には「規制緩和推進計画」が改定され、平成 13

年度の目標期限を含めた計画が閣議決定された。この規制緩和推進計画に基づ

き、競争促進による事業の活性化を図るため、需給調整基準の緩和 (新規参入

の容易)、 最低保有車両台数の見直し、事業区域の統合・拡大、ゾーン運賃制、

初乗距離短縮運賃の導入などの具体的な方針が出され、本格的な規制緩和が展

開されることとなった。

その後、平成 11年 4月 には、運輸政策審議会 自動車交通部会の答申 「タク

シーの活性化と発展を目指 して～タクシーの需給調整規制廃止に向けて必要と

なる環境整備方策等について」が出された。 この答申を受けて、平成 12年 5

月に改正道路運送法が公布され、平成 14年 2月 1日 から施行された。その後

も規制緩和の動きは続いている 3。

また、他の事業分野についてもタクシー事業と同様の規制緩和が一斉に行わ

れている。この規制緩和の施行 日は、下図のように、貸切バス事業、国内航空

3(社 )金融財政事情研究会編 (2004)「 第 10次新版 業種別審査辞典 593ハイヤー・タクシー業」

p145
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運送事業は平成 12年 2月 1日 、旅客鉄道事業は平成 12年 3月 1日 、国内旅客

船事業は平成 12年 10月 1日 、港湾運送事業は平成 12年 11月 1日 、乗合バス

事業はタクシー事業 と同じく平成 14年 2月 1日 となっている。

この規制緩和により、近年は様々なサービスの提供がなされている。乗合タ

クシーを利用 してバスの廃止代替、空港送迎、終電後の駅・団地間の輸送など

の提供をした り、福祉タクシー、子育て支援輸送、下校対策、観光タクシーな

ども行われている。
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表 3 各事業分野における需給調整規制の廃止等に伴 う制度改正の概要

(平成13年 7月 現在)

タクシ|■事業 ■瀑護ホ ス事業| 潜湾運違事業|
法律名 道路運送法及びタクシ

ー業務適正化臨時措置
法の一部を改正する法
律

道路運送法及びタクシ
ー業務適正化臨時措置
法の一部を改正する法
律

港湾運送事業法の一部
を改正する法律

参入
=

事業区域毎の免許制
→事業毎の許可制

路線毎の免許制
→事業毎の許可制

主要 9港について免許
制
→許可制

許可制
→事後届出制

許可制
→事前届出制 (6ヶ 月
前)

主要 9港について免許
制
→事前届出制 (30日
前)

認可制
→認可制 (認可基準を
上限 価格の基準に変
更)

認可制
→上限認可制の下での
事前届出制 (変更命令
可能)

主要 9港について認可
制
→事前届出制
(変更命令可能)

運行管理者の資格試験
制度の創設
緊急調整措置の導入

運行管理者の資格試験
制度の創設

(な お、貸切バス事
業にも同様の措置を
追加)

港湾運送の安定化策
(事業者の欠格事由の

拡充等)の導入

|ス |ケ :ジヨ:■

ル等■■■|

公布 12年 5月 26日
施行 14年 2月 1日

公布12年 5月 26日
施行14年 2月 1日

公布 12年 5月 17日

施行 12年 11月 1日

出典 :国土交通省「平成13年度国土交通白書」62p
httpノ /www.dit.gO。 わハakusyo/」 it/h13/index.ht」

(2)平成 14年 2月 実施の改正道路運送法の内容

この平成 14年 2月 1日 から実施された改正道路運送法の内容は、金融財政

旅客鉄遣事業 黛切バス事業 国内旅客総事業 :目 1内航空違送事業|

法律名| 鉄道事業法の一部を改
正する法律

道路運送法の一部を改
正する法律

海上運送法の一部を改
正する法律

航空法の一部を改正す
る法律

参入 路線毎の免許制
→路線毎の許可制

事業区域毎の免許制
→事業毎の許可制

航路毎の免許制
→航路毎の許可制

路線毎の免許制
→事業毎の許可制

退1出 許可制
→事前届出制 (1年
前)

許可制
→事後届出制

許可制
→事前届出制 (30日
前、指定区間に係るも
のは6ヶ 月前)

休止の許可
→路線の廃止に係る運
航計画の変更届出
(原則6ヶ 月前)

許可制
→上限認可制の下での
事前届出制 (変更命令
可能)

認可制
→事前届出制
(変更命令可能)

認可制
→事前届出制
(指定区間に係るもの

は上限認可制の下での
事前届出制)(変更命
令可能)

許可制
→事前届出制
(変更命令可能)

その他: 乗継円滑化措置の創設
認定鉄道事業者制度の
創設

指定区間における参入
の際の許可基準の強化

混雑飛行場使用の許可
制度の創設

一一一一｝一一一一一一一・一一一一一・一一一

一ユ
■
一

一７
●
■

‐ス‐ヶ

鰈

一

公布 11年 5月 21日
施行12年 3月 1日

公布 11年 5月 21日
施行12年 2月 1日

公布‖年6月 11日

施行 12年 10月 1日
公布 11年 6月 11日

施行12年 2月 1日
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事情研究会編の業種別審査辞典によれば、以下のように大きく分けて新規参入

規制の見直し、退出規制の緩和、緊急調整措置の導入、運賃規制の見直し等な

どがある 4。

① 需給調整規制 (新規参入規制)の見直し

タクシー事業を行 うためには、区域におけるタクシー輸送の需給関係が重要

な判断基準となってお り、この需給調整規制を前提とした事業区域ごとの大臣

の免許が必要であつた。これを輸送の安全の確保、消費者保護等を主要な審査

基準とする事業ごとの許可制に移行 となった。これにより新規参入等を調整す

る需給調整規制は原則撤廃となった。

② 退出規制の緩和

事業者の退出については従来は大臣の許可が必要であったが、30日 以内の届

出制とな り、緩和されることとなった。

③ 緊急調整措置の導入

「緊急調整措置」とは、「輸送の安全及び旅客の利便を確保することが困難と

なるおそれがあると認められるときは」地域を指定して、一時的に新規参入等

を停止、供給過剰による弊害の進行を止めることができるものである。著 しい

供給過剰が生じるときにこの緊急調整措置を導入できるものとしている。平成

14年 9月 には沖縄本島が指定されている。しかし緊急調整はかな り厳 しい規制

であることから、抑止することができる「特別監視地域」の指定制度が設けら

れてお り、全国の営業区域総数 666地 区のうち、102地区が指定されている(平

成 17年 9月 )。

4(社
)金融財政事情研究会編 (2004)「 第 10次新版 業種別審査辞典 593ハイヤー・タクシー業」

p145-146
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④ 運賃規制の見直 し

「同一地域・同一運賃」の原則が長年適用されてきていたが、平成 9年 3月

の規制緩和推進計画により、料金幅がある自動認可運賃制が導入されるととも

に、初乗距離を短縮する運賃も認められた。自動認可運賃制とは、平均原価方

式により算定した運賃を上限として、その上限から10%以内であれば 自由に運

賃が設定できる制度である。しかし、自動認可運賃を超えて運賃を値上げする

場合は、同一地域の車両台数で70%以上が申請し、地元運輸局の認可を得るこ

とが必要となっている。

平成 14年 3月 末時点では、自動認可運賃制を導入して上限より低い料金を

設定している事業者は全国で 2,110事業者、車両数は 7,461台 となっている。

更に初乗距離短縮運賃制度を導入 している事業者は、207事業者、車両数は

4,093台 である。

⑤ 最低保有車両台数規制

タクシー事業者は、営業区域ごとに決められたタクシー台数を保有 しなけれ

ばならないことになっている。この最低車両台数はほぼ 5台から 10台程度で

ある。

⑥ 事業区域規制

「事業区域を統合・拡大し、平成 11年度までに事業区域数 (平成8年度 1,9H)

をほぼ半減させる」となっていたが、平成 14年 9月 時点ですでに 733(約 38

%)までになっている。

(3)規制緩和の問題点

これ らの規制緩和により、プラス面とマイナス面とが生まれている。
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①プラス面

プラス面では、顧客側では、低料金での利用、サービスの提供等による顧客

サービスの充実が期待され、企業側では、タクシー業界への参入が容易になる

ことや企業努力により事業を拡大 しやすい環境になること、さらには接客サー

ビスの向上などが挙げ られる。

②マイナス面

マイナス面については、企業側では、競合による収入減による企業倒産、従

業員の低収入、過剰なノルマ至上主義 (歩合制)に よる労働条件の悪さなどに

よるサービスの質の低下と安全性の低下の恐れが挙げ られる。更に簡単に増車

できるため渋滞 0環境問題も発生する危険性がある。顧客側では、企業の倒産

によるタクシーの利用ができなくなるなどの不便が出る恐れがある 5。

1日 1台当た りの営業収入を見てみると、平成 9年度の 36,214円 から平成

16年度の 28,773円 へと約 7,400円 もの大幅なダウン、実車率については平成

9年度の45.9%か ら平成 16年度の41。5%へと4。4%の ダウンとなり、経営環境

はますます厳 しくなってきている。

全国の 1日 1台 当たりの営業収入は県別に見るとかなりば らつきが見 られる

が、平均営業収入を上回つているのは、北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神

奈川県、大阪府の 6都道府県でありt他の県では平均以下 となっている。つま

り大都市での営業収入が平均収入を押 し上げてお り、実際の営業収入はかな り

低 くなっている。一番多いのは東京都の 45,309円 、一番少ないのは宮崎県の

16,263円 となってお り、実に東京都の 36%の収入 しかないことが分かる。ち

なみに広島県は 25,511円 で、全国では上位か ら 11番 目となっている 6。

5 運輸省編 (2006)「交通政策審議会陸上交通分科会自動車交通部会 タクシーサービスの将来ビ

ジョン小委員会報告書」 p3
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全国では新規参入や増車による競争が続き、先行する大阪などの激戦区では

一層厳 しくなっている。大阪のタクシー需要は、平成 14年度で 1億 2400万 人

と平成 9年度よりも 1割減 り、実車率も42.4%と 5ポイント近くも落ちている

という。 自由化で参入会社が増えたため、収益が落ちたためである 7。

③タクシー事業の規制緩和の見直 しに関する要望

このような減収等の問題に対 して(社)全国乗用自動車連合会では、平成 17年

10月 27日 に、政府に対 して下記のような「タクシー事業の規制緩和の見直 し

に関する要望」8を提出し、改善措置を要望 している。

「改正道路運送法が施行され 3年半以上が経過 しました。

この間、輸送需要の低迷が続 く中、車両数は 15,000台以上増加 し、各地

で供給過剰状況が進展 し、日車営収の減少により、事業者の経営状況は悪化

の一途をたどってお ります。

運賃については、下限害1れ運賃、遠距離割引、深夜割増の割増率の引き下

げ、大口割引の導入等多様化が進んでお りますが、増収にはつながらない反

面、同一営業区域での種類が多く、分か りにくい運賃は、利用者の混乱と不

信を招くとともに、コス トを無視 した際限のない値下げ合戦が危惧されてお

ります。

この結果、タクシー運転者の収入は低下 し、一部地域では最低賃金を下回

る状況となってお り、優秀な運転者の確保が困難になるとともに、長時間労

働や過労運転による健康破壊、更には極端な低収入による生活破壊をもたら

す恐れも生じてお ります。 (中 略)

全国乗用車自動車連合会HP
日経ビジネス 平成 16年 8月

(社)全 国乗用自動車連合会HP

http://、 vwヽv2u.biglobone.jp/～ zenzyo/TOPIC9.htinl

2日 号

http://、 v、VヽV2u.biglobc.nc.jp/～ zenzyo/TOPIC8.htlnl
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このような状況が続 くと、タクシー事業全体に対する社会の信頼が低下す

るとともに、乗車拒否、不適切な応対等のサービス低下、交通事故の更なる

増加をもたらし、利用者が安全に、かつ安心してタクシーを利用することが

困難とな ります。 (中 略)

以上のように、改正道路運送法施行後、数多くの問題が発生してお り、早

急な是正が必要となってお ります。このため、政府においても労働実態や安

全管理に関する調査を実施され、関係者の意見等を踏まえてタクシーサービ

スの将来ビジョンや必要な方策の検討を開始されたところであります。

つきましては、法改正も視野に入れ られ、改正道路運送法制定時の衆参両

院の付帯決議を尊重の上、下記の具体的項 目について措置されるよう要望い

たします。

1.新規参入事業者に対する実地調査、事後監査の実施、2.増車事業者

に対する監査の厳格化、3.緊急調整地域の指定基準の見直し、4.適正か

つ明解な運賃料金の確保、 5.自 家用 自動車有償運送への厳格な対応、 6。

個人タクシーの厳格な資格要件の堅持、7.リ ース制賃金への監査及び厳重

な対処、8.最低保有車両数基準の堅持、 9.地方の実態に合わせた行政の

推進」

近年では、大都市だけでなく地域でも同様に参入会社が増え、収益は厳 しく

なっている。そのため、原油高の影響もあり運賃引き上げを求める動きが長野

県 と大分県で始まり、全国に広がっている 9。 そ して現在、東京や大阪のワン

コインタクシー会社は東京都内に1社、大阪には数社が残るだけとなってお り、

撤退が相次いでいるという 10。

9日 経M」 平成 18年 7月 26日 号
1° 日経新聞 平成 18年 9月 4日 号
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3.変動続 <福山交通圏のタクシー業界

平成 18年 3月 時点で、中国運輸局では現在、小型車の自動認可運賃につい

て 1。 5キ ロまでの初乗 り運賃の幅を広島、山口、岡山の 3県は500～ 560円 に、

島根、鳥取の 2県は 490～ 550円 に設定 している。中国地方では、広島、岩

国、松江などのタクシー会社 38社が最低料金を適用 しているほか、個人タク

シーの一部も同料金にしている。最低料金適用が最も多いのは福山市を主な営

業区域とする福山交通圏である。

この福山交通圏のタクシー業界では、平成 14年 2月 の規制緩和後、田島タ

クシーが沼隈から福山へ進出したことにより、激動の時代となる。新聞記事の

概要からその流れを見てみることにする。

『日本経済新聞 平成 14年 5月 8日 号』

タクシー初乗 り 福山 12社、最低の 500円  参入組に対抗値下げ

「田島タクシーは、低料金タクシーを福山市で展開する。規制緩和を受け、ま

ず 5月 下旬から初乗 り 1。 5キ ロで小型車 510円 、中型 520円 の営業を開始、

1年以内に30台を配備する予定。尾道市などへの区域拡大も狙う。需要低迷

化でも価格差があれば新規参入区域でも顧客獲得は可能と判断した。

初乗 りは小型、中型とも通常より50円安い。距離 0時間運賃も割安に設

定。従来はタクシー 6台、ハイヤー 2台を保有 し、沼隈郡と尾道市の一部を

エ リアに低料金で営業 してきたが、2月 の規制緩和後も中国地方で運賃引き

下げがほとんど見られないことから、都市部の市場開拓を狙う。

福山市に営業所を開設し、同県東部と同市を結ぶ旅客需要を狙う。年内に

は自転車、車いすなどを積載できる車両や、車いすのまま乗車できる車両も

配備する。福山市では車両過剰の指摘もあるが、同社は「低料金と付加サー

ビスの組み合わせで企業、家庭の指名客が獲得できる」 とみている。

同社は、これまで再三、事業区域拡大を申請 していたが、需給調整のため
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認められなかった。需給調整を撤廃 した改正道路運送法が施行された 2月 1

日に申請 した福山市での営業が認可された。」

田島タクシーが規制緩和後に福山市に進出した際の新聞記事である。平成

14年 3月 に需給調整規制の見直しによる区域外への進出を果たしたこと、5月

には初乗運賃の引き下げ等により他社との差別化を図って攻勢をかけようとし

ていること、将来は尾道市へも区域拡大を狙っていることなどが書かれている。

『中国新聞 平成 17年 10月 30日 号』

安さ応戦 苦渋の決断

「福山市を営業区域とするタクシー 12社 11が 11月 から、初乗 り500円 の最

低運賃で運行を始めることが 10月 29日 確実となった。先行 した新規参入の

業者 らに、地元大手などが対抗する業界の生き残 り競争。巻き込まれる運転

手たちは、給料の目減 りや過当競争に伴う事故への不安をあらわにする。一

方、利用者は歓迎し、競争激化に三様の波紋が広がった。

「最初は 5台だけだったが、近 く50台に増える。無視できなくなった」。地

元業界第 2位の福山交通の幹部は、新規参入業者が新たに増車するという情

報が、「ワンコイン運賃」を決断する理由だったと打ち明ける。

業界首位のアサヒタクシー。「運転手の負担増によるサービスの低下」を

懸念し、今までは運賃値下げ競争を静観 してきた。だが、「福山交通とは無

線配車主体の同じ営業形態。利用客は安い方を選ぶ。苦渋の決断だった」と

する。

こうした大手の動きに対 し、新規参入の田島タクシーは、「遠距離割引な

ど別のサービスもある。500円 に下げても絶対に負けない」。最低運賃の先

行組として、受けて立つ構えだ。 (以下略)」

11福 山交通圏では 24社中最終的に20社が追随
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その後、平成 15年 3月 に田島タクシーは初乗 り運賃を 500円 に値下げして

営業を開始 していたが、他のタクシー会社は「サービス低下を招 く」として上

限 560円 を維持 して静観 していた。しかし、福山交通圏では 2番 目である福山

交通が 「新規参入の 「ワンコイン・グループ」 との顧客獲得競争に勝つには、

同じ土俵で競う運賃値下げに踏み切るしかない」と平成 17年 11月 より値下げ

に踏み切 り、雪崩を打ったように福山交通圏のタクシー会社 24社中 20社が

500円 ワンコインに値下げ して、田島タクシーを追随せざるを得なくなったと

いう。

『中国新聞 平成 18年 4月 1日 号』

増えぬ乗客 月収 4万円減

「福山地区のタクシー業者の大半が、小型初乗 り (1.5キ ロ)運賃を下限の500

円まで値下げ し、31日 で 5か月となった。新規参入業者に、地元大手が対抗

する構図で行き着いた 「ワンコイン運賃」。規制緩和を震源 とする波はその

後、県境を越え井原地区にも広がった。だが、利用者増には直結せず、運転

手の収入を直撃する格好になっている。 (中 略)

平均 して 4万 4500円 の減。値下げ前との月収の差について、福山市内で

運転手 10人 に聞いてみた結果だ。 (中 略)

規制緩和の流れの中で進む価格競争。運転手の生活に影を落とすと同時に、

「安全」へのしわ寄せの懸念も強まる。 (中 略)

こうした実態を受けてタクシー業界には、水面下の動きが出始めた。古参

組が新規参入組に対 し、以前の560円 に統一することを条件に、県タクシー

協会東部支部への加盟を認める案を提示しているのだ。加盟すれば、JR福

山駅構内への配車や共通タクシーチケットに加われる利点がある。 (中 略)

福山のタクシー業界が繰 り広げるのは、規制緩和と自由化という国策がも

たらした限界競争とも映る。 (以下略)」
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しか し、初乗運賃を 500円 にした結果、新規参入業者対古参業者 12の戦い

は、顧客 にとってはプラスだったが、従来のタクシー会社 にとっては利用者減、

売上減少 という結果 にな り、根 を上げざるを得ない状況 となっている。

『中国新聞 平成 18年 6月 20日 号』

福山 低運賃タクシー 7か月 初乗 り500円  限界

「全国でも最も激 しいタクシーの値下げ競争が続 く福山市で6月 19日 、値上

げの動きが表面化 した。昨年 11月 、大半の業者が小型初乗 り運賃を下限の

500円 にしたが同日、大半の業者が元の560円 に戻す認可を中国運輸局から

得た。売上げ減や燃料高騰が続 く中、他の業者も追随する可能性がある。「ワ

ンコイン運賃」の激戦は、導入か ら7か 月余 りで上限回帰の気配が出てきた。

値上げの認可を受けたのは、地元業界 2位でワンコイン運賃を先導 した福

山交通。市場敬三社長は「イ直下げ したが利用者は増えなかった。燃料費もか

さみ、運賃を上げざるを得ない」 と説明。 (中 略)

値下げによる新規需要は広がらず、広島県タクシー協会加盟の福山地区19

社の昨年売上高は約 2億 9400万 円。8か月間続いた 3億円の大台を初めて

割 り込んだ。タクシー燃料のガスは原油高の影響で高騰。6月 の価格は昨年

同月の 1.2倍 で今後 も上がる気配だ。 (中 略)

一方、新規参入組の田島タクシーは 「値上げはしない」 との構えでいる。

(以下略)」

『中国新聞 平成 18年 7月 21日 号』

福山の初乗 り500円タクシー 市内最大手も値上げヘ

「福山市内でタクシー業界 1位 のアサヒタクシーが、500円 の小型初乗 り運

12新規参入業者は、田島タクシー、ローズタクシー、イエロータクシー、イエロー新市タクシー、備

後交通の初乗リワンコイン500円の 5社であり、古参業者はそれ以外の業者である。
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賃 を上限の 560円 に値上げ 申請 し、 中国運輸局に認可 された ことが 20日 、

分かった。値上げの時期は未定だが、既に同じ認可を得た業界 2位の福山交

通とともに、大手 2社が元の上限運賃に戻す見通 しとなった。 (中略)

福山市を主な営業区域とするタクシー業者は 22社。うち上位 2社の小型

車保有台数は、全体の 22.65%の 計 147台 となっている。上位 2社が小型初

乗 り運賃を元の 560円 に値上げした場合、全体の 89。 36%だった「ワンコイ

ン」運賃の小型車は、 66。71%ま で減る。 (以下略)」

顧客の要望等により古参業者も初乗 り500円 ワンコイン料金にしていたが、

利用者減、売上減に耐えられず平成 18年 7月 から福山交通、平成 18年 8月 か

らアサヒタクシーと初乗 り料金を 560円 に値上げの申請・認可を受けている。

これは「幅運賃」のことであり500円 から560円 の間は自由に設定してよいとい

うもので、元の料金に戻 しただけのことである。平成 18年 9月 現在まだ実施

していないと聞くが、今後多 くの500円 ワンコインサービスをしている他の古

参業者のタクシー会社は560円 に値上げしてくるものと思われる。今後福山交

通圏のタクシー業界は、新規参入業者と古参業者の2グループに分かれて競合

していくことになるが、田島タクシーはさらに新商品を出して消費者の信頼を

得ていき、大きくなっていくのではないだろうか。

しかしこの規制緩和を実施すれば先ほど述べたようにプラス面とマイナス面

が出てくるが、福山交通圏ではその動きは一層顕著になっていくであろう。

Ⅱ.規制緩和後の田島タクシーの動向

1.田島タクシーの会社経歴・概況

田島タクシーは、本社を沼隈町常石に置いている昭和 52年 に会社組織 とす

るタクシー会社である。谷川壽オーナーが全株式を前オーナーから平成元年に

取得 した。当時はタクシー 2台で営業し、営業区域は、沼隈郡内海町田島地区
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と沼隈町常石地区に限られていた。当時は、地域の人からもいつつぶれるかと

見 られていたという。

平成元年 5月 には、営業区域を沼隈町全域と尾道市浦崎地域 (沼 隈町に隣接

した地域)に広げる。平成 14年 2月 から規制緩和 となったため、平成 14年 4

月に沼隈町全域と尾道市浦崎地域から福山地域全体へと営業区域を拡大 した。

その際には経営革新支援法による支援計画を申請 し、認可を受けた。介護福祉

タクシーの認可による業務拡大を狙ったもので、タイ トルは、『身障者および介

護福祉サービスの拡充及び福山市への営業所を開設し路線バス事業を行う』で

ある。

その後、①初乗 り500円 のワンコインサービス、②遠距離割引、③クーポン

券の発行などの新商品の開発、更には、沼隈町常石本社、福山市、尾道市の他

に、神石高原町 (平成 17年 7月 )、 三原市久井町 (平成 17年 8月 )、 と5か所

に事業所を設置 している。更に、タクシー台数は、ハイヤー、ジャンボタクシー

などと合わせて平成 14年 3月 時点では、15台だけだったが、現在は 52台 と

なっている。従業員数も9名が 47名 へ、売上高は 5100万円から2億 2900万

円へと約 4。5倍とな り、福山交通圏では4番目の規模のタクシー会社として大

幅に拡大 している。

この間、福山交通圏のタクシー業界では、タクシー会社の廃業、規模縮小な

どが起 こり、業界再編が始まってきた。大手の福山交通、アサヒタクシーは規

模の縮小を行い、さくらタクシー (平成 17年 6月 )、 阿伏兎タクシー (平成 17

年 11月 )は廃業 した。

ちなみに、平成 18年 8月 時点での福山交通圏のタクシー会社の規模は、1位

がアサヒタクシー、2位が福山交通、3位がグ リーンタクシー、そして 4位が

田島タクシーである。

今後、大口割引制度の導入などの新商品開発や、このサービスを提供するた

めの広島県東部にわたる営業区域の拡張、更には新たに統合管理センターや整
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備工場を設置することなどにより、業務の効率化 と低額料金の維持を検討して

いる。

田島タクシーを中心とする500円 のワンコインサービス会社グループは現在

5社となっている。田島タクシー、ローズタクシー、イエロータクシー、イエ

ロー新市タクシー、備後交通の 5社であ り、福山交通圏のタクシー業界では大

きな発言権を持つまでとなった。

表 4 田島タクシーと他のタクシー業者の動向一覧表

年月日 田島タクシー経歴 広島県東部地域の他業者の動向

1977年  昭和52年 有限会社組織とする

1989年  平成元年 谷川オーナーが経営権を取得

2∞2年 平成14年 2月

3月

5月

規制緩和

福山市へ進出、経営革新計画認可

初乗り運賃510円導入 (認可4月 )

2∞3年 平成15年 4月 初乗り5∞円ワンコイン制度導入 (認可3月 )

2004年 平成16年 5月 遠距離割引制度導入 (認可4月 )

2∞5年 平成17年 2月

6月

7月

8月

11月

割引クーポン制度導入 (認可1月 )

神石高原町へ営業所

三原市久井町へ営業所

さくらタクシー廃業

アサヒタクシー 本社敷地をバチンコ店に賃貸

福山交通圏24社のうち福山交通他20社が初

乗り5∞円導入 (10月 認可)

阿伏兎タクシー廃業

2∞6年 平成 18年 6月

7月

9月

9月

9月

9月

経営革新支援計画認可

三原市久井町営業所移転

神石高原町油木へ事務所移転

福山市東川口町へ福山営業所移転

尾道市美ノ郷町三成へ尾道事務所移

転 (因 島、瀬戸田営業区域拡大)

※広島空港への乗り入れ開始予定

福山交通 初乗り560円へ再申請

アサヒタクシー 初乗り560円 へ再申請

出典 :著者作成
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2.オーナー谷川壽氏

谷川壽オーナーの経歴 について述べてみたい。

①企業の営業マン時代 一生まれてから28歳まで一

昭和 12年 に広島県神石郡油木町安田 (現神石高原町)に 生まれた。小学校、

中学校 も山の中を一人で長い距離を歩いて通学 していたという。長男、経済的

な理由ということもあり高校へは行かず、昭和 27年、15歳で福山から神石ヘ

の路線を持つバス会社の福神自動車に車掌として就職 した。その後昭和 30年

に 18歳で自動車免許を取得 し、久松タクシー (現グリーンタクシー)へ入社

する。小さい頃か ら車が好きだつたため、将来はタクシー運転手になりたいと

いうことをずっと思っていた。

その後、昭和 37年、25歳 の時に福山市御船町にあった江崎グリコの 2次代

理店に就職し、商品の配達などの営業を行った。

②バスの運転手時代 -28歳 から38歳まで一

昭和 40年 28歳の時に中国バスに入社 した。昭和 30年代、運輸省が個人タ

クシーの解禁を行ったが、当時個人タクシーを開業するためには、運転手とし

て 15年表彰の要件が必要だつた。中国バスでは、28歳から40歳までの採用

の制限があり、28歳 になるのを待って入社 したが、前社と比べて待遇面では非

常に差があったという。入社の際に「将来は何になるのか ?」 と聞かれ、「将来

はタクシー運転手になる」 と言うと、採用担当の人がびっくりしたという。

その後、38歳 の時に、運転手として 15年経ったため、表彰をしていただき

たいと言ったが、会社は取 り合ってくれなかったという。そこで、組合に駆け

込み、やっともらうことができた。しかしながら目的は個人タクシーをするこ

となので、表彰は退職が決まって受けたという。
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そ して昭和 50年 に 10年勤めた中国バスを辞めた ときは、38歳 になってい

た。

③個人タクシー時代 -38歳 から51歳まで一

個人タクシー (名 称は寿タクシー)で営業を行ったが、独立 した当初に新

広島テレビが福山支社を立ち上げ、その報道部に知遇を得て、継続的な指名が

入ってきた。しかしながら利益が少ないため、「個人ではダメだ。企業を立ち上

げなければ」ということで企業を立ち上げようとした。深安郡神辺町 (現福山

市神辺町)に土地を買い、「福神タクシー」でしようと思ったが、個人で許可申

請はなかなか受け取ってもらえず、現在あるタクシー会社を買収するのが手っ

取 り早いのではと考えた。

④タクシー会社経営時代 -51歳 から現在まで一

岡山県井原市にある吉井交通に目をつけ、交渉を開始 したが結局買収できな

かった。その後、平成元年に沼隈郡沼隈町 (現福山市沼隈町)にある田島タク

シーを買う。51歳の時である。営業区域は内海町と沼隈郡の常石地区に限ら

れ、タクシー 2台で営業をしていた程度の小さい会社である。法人組織のタク

シー会社を手に入れるため、相手の言い値で買ったため、すごく高かったとい

う。

その後、平成 6年 に、後のワンコインタクシーグループである企業と東部個

人タクシー協同組合を立ち上げた。平成 14年 3月 に福山に進出、現在さらに

大きく営業区域を伸ばそうとしている。

この個人タクシー時代には、夏にタクシー内で麦茶のサービス、カラオケも

導入するなど今につながる独 自企画を考えて実践 していた。キャッチフレーズ

は、「NOW あなたの旅は !! フル装備 走る喫茶 走るスタジオ 走る応

接間」であった。
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田島タクシーを買ったときに実践 していたことがあるという。それは「飲み

屋に行かない」 ということである。

「私は、食堂には行 くけど、飲み屋には行かないんです。それは小さい土

地だか らあの店に行ってこの店には行かない、と不公平に言われるかも知れ

ないということを考えたんです。それよりも「飲みに行 く人を大事にせよ」

ということを実践しました。飲みに行 くとタクシーを使うことがある。その

お客様を大切にすればきっとわが社のタクシーを使うからです。」

3.規制緩和による現在までの業務拡大策

現在、田島タクシーの商品は 3つ あるが、中国運輸局管内では田島タクシー

(あ るいは田島タクシーを中心とするグループ)が中心として行っている商品で

ある。この商品を軸に顧客へのサービスと他社 との差別化を図っているのであ

る。

更に、商品開発だけでなく車両保険の優良割引や出勤率重視の営業方針など

他社に対 しての多くの強みがある。

(1)商品開発

①初乗リワンコインサービス

福山交通圏では初乗り料金が 560円が一般的であるが、初乗り料金 500円

(ワ ンコイン)制度を導入した。この制度は福山交通圏では多くなっているが、

中国運輸局管内ではこの福山交通圏と広島交通圏の一部だけである。平成 15

年 3月 10日 認可を受け、4月 から導入、初乗り500円 として他社よりも低料

金の実現を図った。

現在では多くのタクシー会社が追随している状況となっているが、最近他社

は元の 560円に値上げせぎるを得なくなっている。
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②遠距離割引

遠距離割引制度については、広島県では、福山交通圏の田島タクシーと広島

と福山の個人タクシー 3車のみであり、山口県では山口交通圏の湯田都タク

シーの 1社がある程度 (た だ し30%割 引)で ある。近畿運輸局では、遠距離割

引の導入は約 8割が行ってお り、MKタ クシーなどが有名である。

平成 16年 4月 17日 認可を受け、タクシーメーターが 5000円 を超えた料金

が半額になる。例 として福山市内から広島空港へは通常料金は 10,500円 だが、

この遠距離割引を使えば 7,750円 とな り、顧客にとってかな りの割安料金 と

なっている。福山で仕事を終えた関西方面からの顧客を乗せたときは、電話帳

で随分遠距離割引をしている会社を探 したと言われたそうである。

「新幹線の最終は午後 10時過ぎだが、それを過ぎると福山市内に一泊しない

といけない。4人 の場合だとホテル代、出張旅費を入れれば、3万円を超え

る額となる。しかし遠距離割引を使えば通常のタクシー料金だと6万 円が 3

万 5千円とな り、新幹線と同じ程度になる。高速道路も3割引き。しかも翌

日は始業から出社ができ、遠距離割引が結果として得なんですよ。」

毎月平均 して2回程度あるというから、利用状況はいいのではないだろうか。

③害J引 ターポン

1枚 500円 のクーポン券を22枚綴った冊を10,000円 で販売するなど約 1割

の割引をしている。前もって現金で売上げができるため収支安定化の商品と

なっている。5,000円 クーポン券も有る。平成 17年 1月 18日 認可を受けてい

るが、顧客が 10%得をする割引クーボンは田島タクシーのみである。

この割引クーポンによく似たものとしてプリベイ ドカー ド方式を福山交通が

実施 しているものがある。しかし、この場合は顧客は 1,000円 分のカー ドを買
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うときは 1,000円 を払わなくてはならず、割引はないものであった。そのため

顧客へのサービスというより運転手へのインセンティブといったものである。

顧客への浸透はほとんどなく、失敗であった。

平成 18年 5月 3日 現在の割引クーポンは、平成 16年 4月 から実施 している

10,000円 クーポンは 1,777枚 、平成 18年 2月 から実施している 5,000円 クー

ポンは 228枚 となってお り、顧客に支持されていることが分かる。

④ワンコイン乗合予約タクシー&タ クシーの運行

神石郡神石高原町における乗合予約タクシーを平成 18年 7月 から提供して

いる。神石高原町の中だと一回乗れば降 りるまで500円 のワンコインで乗るこ

とができるシステムである。更に、このワンコイン乗合タクシーで福山市内ま

で行 くときは、何人乗ってもプラス 3000円 で行 くこともできる。つまり神石

高原町から福山市内まで 3人で行けば、一人当た り1500円 で行 くことができ

るものである。

(2)車両保険の優良割引

タクシー業界では長 らく車両保険を掛けていなくても良かったが、平成 17

年 10月 1日 以降、対人 8000万 円、対物 200万円以上の保険は必ず掛けなけ

ればいけなくなった。

田島タクシーの保険金額は、対人無制限、対物500万円、搭乗者 1名事故500

万円であり、この基準より上回つている。更に長期間保険を掛けているため、

優良割引70%、 10台以上団体割引 5%の計 75%が適用され、1台当たりでは

6万 1300円 とな り、かな りのコス トダウンになっている。田島タクシー全車

52台適用は全国でも珍 しいという。

他社では保険をあまり掛けていなかったため、今回から掛けると1台 当た り

25万 円から31万円となるなど保険金額が高く、収支に大きく影響することと
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なった。

他に、お遍路旅行では特別に 1名 につき300円 で 1000万 円まで保証できる

旅行保険を掛けている。

(3)出勤率重視の営業方針

タクシーで苦情が多いのは、過酷な売上げ重視の体制がある。一人ひとりが

多くの売 り上げを上げるために長時間労働を行っていることが多いという。

しかし田島タクシーでは、売上げ重視ではなく出勤率を厳しくしている。仕

事は会社で取るため、勤務割通 りに従業員がその仕事を行うようにすることが

重要なのである。

4.今後の田島タクシーの業務拡大策

田島タクシーは、更に新商品の開発申請や営業区域の拡大、福山総合管理セ

ンター等を設置 し、顧客の利便性を図り、売上の増加を目指そうとしている。

業務拡大策は次のようなものである。

(1)商品開発・申請

現在、田島タクシーの商品は、①初乗 り500円 ワンコインタクシー、②遠距

離割引 (5000円 を超えた料金は半額 )、 ③割引クーポン (約 1割 引き)、 ④ワ

ンコイン乗合予約タクシーの 4つ あるが、以下の新商品を開発 し、平成 18年

度中に申請、認可を得る予定である。

①大口割引制度

大口割引制度とは、JFE西 日本、三菱電機、シャープなどの企業に対して

の値引きをはかる制度であり、中国運輸局へ申請し、認可を得たいと考えてい

るものである。現在、他社は同じ内容の大国割引制度を実施しているが、中国
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運輸局への認可をもらっていないため無認可で行っていることとなる。そのた

め認可を得て営業を行うことにより、企業からの信頼を得て田島タクシーの指

名を容易に進めることができることが考えられる。

②他の商品開発

【ハイヤーの利用】

福山市などの市町村へ経費節減のためのハイヤー利用を提案していくことを

検討している。官公署では公営車を用意 し、運転手を雇っているが、ハイヤー

を使うことにより人件費などの経費が節減できる。

【他の商品】

現在、四国 88か所のお遍路の商品を提供 しているが、更に多くの遍路、寺

社仏閣への観光商品を提供 していく。近年の神楽人気による広島県安芸高田市

美土里町の 「神楽門前湯治村」へのツアーも検討している。

(2)車両の増車と営業区域の拡張

①タクシー・バスの増車

配車システムを整備することにより、平成 18年 6月 以降今後 3年間で 22台

の増車を行い、顧客サービスに努めることとし、合計 74台体制となる予定で

ある。計画台数は、常石本社ではバス 1台、三原久井営業所では中古タクシー

2台、神石高原営業所では中古タクシー 2台、福山営業所では新車タクシー 6

台、尾道営業所では中古タクシー 11台である。

更に、四国の宇和島ハイヤー、京都の爾榮 自動車などか ら格安で中古タク

シーが購入できるため、コス ト削減を図ることが可能である。今までもこの 2

社から多くの中古タクシーを購入 している。
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表 5 田島タクシーの車両台数 0人員推移表

②尾道営業所の増強と尾道地区の営業区域拡張

尾道市浦崎地区に営業所を設けているが、平成 18年 9月 に尾道市美ノ郷町

三成へ住所移転を行った。この営業所以外の尾道市へ住所を移転することによ

り、因島、瀬戸田区域の拡張が可能となる。このため現在 5台のタクシーを11

台増加 して 16台 とし、尾道市全域への対応を図ることとする。

③三原久井営業所の増強による三原区域の拡張と広島空港への乗入申請の実施

現在、三原久井営業所は平成 17年 8月 に三原市久井町坂井原に開設してお

り、タクシー 3台で三原久井地域での営業を行っている。平成 17年 8月 末ま

ではタクシーは2台でよかったため、急速営業所を開設 したものである。更に、

三原全域を営業区域とするためにはタクシーを5台以上にする必要があり、平

成 18年 9月 に三原久井インターチェンジ近くに三原久井営業所を移転拡張、平

成 18年末までにはタクシーを 2台増車することを計画 している。

単位 :車両 (台)、 人数 (人)

13年末 14年末 15年末 16年末 17年末
18年

19年末20年末
18.6 18年末

常石

バ ス 3 3 3 3 4 4 4

ハイヤー 2 2 2 2 2 2

ジャンボ

タクシー 5 5 5 5 5 5 5 5

三原久井 3 3 5 5 5

神石高原 2 2 4 4

福 山 5 25 31 31 33 35 37

尾 道 4 5 8 16

従業員数 9 14 28 37 47 47 57 66 75

出典 :著者作成
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更に、三原全域 となれば広島空港への乗 り入れが可能となるため、平成 18

年度中には広島空港へのタクシー乗 り入れを申請したいと検討している。バス

の積み残 し客を広島市内へ連れて行 くことができることや、更に急を要する人

を確保できる等の顧客需要が見込める。特に、田島タクシーには遠距離割引が

あるため、他社より有利に顧客サービスができ、大幅な売上げの拡大が見込め

る可能性が高い。

④神石高原事務所の増強

現在、神石高原町近田に神石高原事務所があるが、神石高原町油木の中心部

に土地を賃貸 して、平成 18年 9月 に建物を新たに建設した。神石高原町の住

民へのサービスの提供を図りたいと考えている。

⑤広範囲の営業区域の拡張

現在は、福山市、尾道市、神石高原町、旧御調郡全域が営業区域だが、下記

の図のように新たに因島、瀬戸田、神辺、新市、三原市全域、広島空港などが

入 り、府中市、上下町を除いて広島県東部地区の多くをカバーする広範囲での

営業区域 となる。このことにより今後ますます顧客サービスの提供が可能とな

るものと思われる。
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妙

規制緩和による福山交通圏におけるタクシー業界の変化

出典 :広島県地図「帝国書向 に筆者加筆

(3)福 山総合管理センターと整備工場の設置

①福山総合管理センターにおける配車システムの整備

現在は、沼隈本社 と三原久井、尾道 (浦崎)、 神石高原、福山の4か所の営業

所を開設 しているが、平成 18年 9月 に新 しく福山総合管理センターを設置す

ることで、計 5か所の本社・事務所を統括管理できるようにする。将来は、沼

隈の本社は待機所にして福山に統合 し、福山へ本社機能を持っていきたいと考
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えている。

この5拠点は現在アナログでの単独周波数システムになっているが、将来は

福山にGPS機 能を取 り入れたデジタルシステムでの集中発信局を設置、5拠

点を総合的に配車 し、相互連携を確立するための「総合配車システム」を導入

する予定である。

このため、福山市東川口町に土地 (524だ )と建物 (1階・2階各 70� )を

平成 18年 8月 に取得 した。取得 した土地にはすでに2階建ての建物があるが、

1階 を整備工場、2階 を事務所の事務所兼整備工場に改築 し、福山総合管理セ

ンターとして本社機能をもたせて営業所を統括する予定である。

②整備工場の設置

整備工場を設置することで、自社での車両整備や 3か月・ 6か 月点検・車検

ができる体制ができ、従業員、取引先、他社などの車両整備や車検を手がける

予定である。更に、従業員の車両整備料金は原価で行い、福利厚生に役立てる

ことにしている。

(4)売上目標

田島タクシーの売上は、一貫 して伸びている。営業利益はマイナスとなって

いるが、許容できるものであり負債 もなく経営は順調である。今回の業務拡大

策により更に大きく業績が伸びるものと考えられる。

表 6 田島タクシーの売上、利益推移表             単位:千円
11/1～ 11/12 12/1～ 12/12 13/1～ 13/12 14/1～ 14/12 15/1～ 15/12 16/1～ 16/12 17/1～ 17/12 18/1～ 18/12 19/1～ i9/1220/1～ 20/i2

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

売上高■||==
売上原価
売上総利益
販売費、一般管理費
営業澤J:益■|■ 1

140鱗 5‐

2,713

37,382

36,868

11■ 514

1421121:

3,610
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38,924

■:A4113

印 :899
3,853

47,040

46,977

111133

74134
6,169

67,966

68,907

1△941

1109,|17

520

109,047

111,581

1ム2田 4

110聯 3SI

359

165,276

170,006

1A4730

1229j271
157,410

71,863

74,442

1■螢2579

122,ユ 73
157,410
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1△駐1001

25師斡 :

177,500

81,050

90,150
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1331117001

227,800

103,900

96,600
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∞
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図 2 田島タクシーの売上推移表

おわ りに

平成 14年 2月 1日 からの規制緩和によるタクシー業界全体と福山交通圏の

動きをみてきた。

その規制緩和に取 り組む動きは、中央と地域ではそれほど違いがないことが

分かった。特に中国運輸局管内の中でも福山交通圏はその動きはかなり激 しく、

新規参入業者対古参業者のタクシー会社の闘いは続いている。現在のところ、

新規参入業者に対 して古参業者は以前の運賃に戻そうという動きがあるが、消

費者の立場からすれば新規参入業者に対 しての認識はされているため、今後一

層古参業者の経営基盤の危機は続 くものと考えられる。新規参入業者の代表で

ある田島タクシーの谷川オーナーは、今後とも規制緩和で行つた取 り組みを更

に拡大 し、業績を増加させたいと考えている。中央でも問題になっている規制

緩和に伴うプラス面とマイナス面はここ福山交通圏でも見 られ、タクシー会社

同士の競争も同じような軌跡をたどっていっているようである。

単位 :千円 売上高

350,000

3∞,000

250,000

2∞,000

150,000

1∞,000

50,000

0

― 売上高

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

出典 :著者作成
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現在、全国でガソリンの値上げによる運賃値上げ申請が続いている13が、福

山交通圏内では、田島タクシーを中心とする新規参入業者のタクシー台数が全

体の30%以上を超えてお り、中国運輸局へ値上げの申請ができない状況となっ

ている。田島タクシーの谷川オーナーは今後も値上げを行 うことはしないと

言っているため、 このままで推移するものと思われる。

このようなことか ら福山交通圏のタクシー業界での、新規参入業者と古参業

者の闘いは続 くものと考えられるが、収益力、利便性などにより新規参入業者

が更に消費者の支持を受けて業績を伸ば していくのではないかと考える。

しかしなが ら中国運輸局管内では福山交通圏以外の地域は、規制緩和による

動きがそれほど広がっていない。これはどのような理由からなのであろうか。

次にはこれ らの地域 と比較 し、その理由を探ってみたいと考えている。
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